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□　a.期待以上

■ b.期待どおり

□　c.やや下回る

□　d.期待以下

　最終予算額　 （Ａ) 国庫・県単

　決　算　額 （Ｂ) 実施方法

Ｂ(H21はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費　  （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H21はA)＋Ｃ）

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

長野県食と農業農村振興計画、農畜産業振興事業補助金交付要綱

①補てん金の交付により農家経営の安
定を図る。

資金（予定額521百万円）の造成と価格
低落時に補てん金の交付を行うこと。

②農家経営の改善を図る。
経営改善アドバイザーによる経営指導を
実施（55戸予定）すること。

実施期間 H13 根拠法令等

評価

【原因分析（ギャップが発生している原因は何か）】

・消費量の伸び悩みが続いている。
・きのこの品目間における競合がある。
・大手企業の生産増強とシェア拡大が続いている。
・産地の全国的な拡大により競合が激化している。
・量販店の競合激化により廉価販売が続いている。

事業の
必要性

事業内容

①市場価格が低落した場合に生産者に補てん金を交付するための資金造成を行う。
②きのこ経営改善アドバイザーによる経営改善指導を行う。（補助率１/２以内）
③複合経営作物導入に対して支援を行う。（補助率１/２以内）
④契約取引推進のための金属探知機導入や実需者・消費者との連携強化を図る。（補助率１/２以内）

事業の
目　的

きのこ価格の低落に対応するため、経営診断の実施、新たな販路開拓、きのこ新品目や複合作物の導入を推進するとともに価
格安定資金の造成等を行い、きのこ生産農家の経営安定を図る。

【現状（事業の目的との間にどのようなギャップがあるか）】

きのこ価格の低迷が続く状況の中、きのこ農家の経営が非常に厳しい状況が続いている。

21,420 15,728

千円 65,598 58,799

34,178 33,071 30,780 歳出節別
内訳等

（単位：
　　千円）

3.00 2.20 2.20

19年度

43,071 ― 直接、補助

44,178 43,413 40,780 県単

・企業の参入、量販店の販売競争等により価格低迷が長
引くとともに、原油価格及び資材費高騰等の不安定要素
もあり事業のニーズは引き続き高い。
・価格低迷が進行する中、本県農業の主要品目であるき
のこの生産振興に対する県の関与は必要。

  □　増加 ■　横ばい □　減少
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515,560 549,267
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E-mail
きのこ農業緊急支援対策事業

44,178

19年度 20年度

20年度 21年度（当初） 20年度の概要

・補助金　42503
・物件費　　　５６８15,728

④実需者等と連携し販路拡大を図る。
金属探知機が導入（4施設予定）されるこ
と。

55

左記以外の20年度の実績

金属探知機を4施設に導入した。

520,989
・種菌の安定供給のための形質検定の実施：４
ＪＡ
・量販店等の実需者との商談会の実施：1回

56,508

3

21年度（予定）

事業の目指す成果 達成度（期待どおり）の判定基準（H20) 達成状況

③夏場の需要減退期における経営安
定を図る。

複合経営の導入農家が増加（4戸予定）
すること。

55戸に対して経営向上対策等の検討を
行い、農家の経営改善につなげた。

3地区（10戸）が導入した。

事　業　名
内線

資金造成額は549百万円であった。
432百万円の補てんをを行った。

担
当
課

３０８７

enchiku@pref.nagano.jp

【課題の特定（事業の実施により解決しようとする課題は何か）】

①価格低迷時において価格補填による農家経営の安定化を図る必要がある。
②農家の経営改善を図る必要がある。
③複合経営の導入により需要減退期における農家所得を向上させる。
④契約取引の導入や消費・需要の拡大による安定した価格の確保を図る必要がある。
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平成21年度事務事業評価シート （20年度実施事業分）

2-03 農政部園芸畜産課部・課事業番号 中期総合計画主要施策番号

事
業
コ
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ト

区　　分 単位

人

千円

千円

千円

　概　算
　人件費

千円

事
業
実
績

内　　容 単位

施設

千円

経営診断実施戸数 戸

生産安定資金造成額

金属探知機の導入数

事
 
業
 
の
 
課
 
題

区　分 判　定　・　説　明

事業のニーズの変化

県の関与を見直す余地

有効性を高める余地

効率性を高める余地

課題の総括
・大手企業による増産体制が続く一方、消費が伸び悩み結果としてきのこ価格の低迷が続く現状においては、経営
安定のための資金造成や経営アドバイザーによる経営指導は引き続き実施していく必要がある。
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